
府
労
組
連
辻
委
員
長
は
、
当
局

の
提
案
に
、
①
「
百
年
に
一
度
の

経
済
危
機
だ
か
ら
派
遣
切
り
も
賃

下
げ
も
中
小
企
業
切
り
も
止
む
を

得
な
い
」
と
い
う
政
府
・
大
企
業

に
都
合
の
い
い
「
国
民
総
ガ
マ
ン
」

を
押
し
付
け
る
た
め
の
道
具
に
公

務
員
の
夏
季
一
時
金
引
き
下
げ
が

企
て
ら
れ
て
い
る
。
②
公
務
員
を

た
た
い
て
お
け
ば
政
権
浮
上
に
つ

な
が
る
と
い
う
政
治
的
打
算
も
見

え
隠
れ
し
て
い
る
。
③
今
回
の
提

案
は
、
決
定
的
に
景
気
対
策
に
逆

効
果
。
労
働
者
全
体
の
賃
金
を
引

下
げ
れ
ば
、
経
済
は
さ
ら
に
失
速

す
る
の
は
明
ら
か
で
、
十
四
兆
円

超
の
補
正
予
算
を
組
む
一
方
、
こ

の
提
案
を
行
え
ば
、
ア
ク
セ
ル
を

踏
み
な
が
ら
サ
イ
ド
ブ
レ
ー
キ
を

引
く
よ
う
な
も
の
。
内
需
拡
大
に

逆
行
す
る
も
の
で
あ
り
、
撤
回
を

強
く
求
め
ま
し
た
。

ま
た
、
平
井
書
記
長
は
、
一
時

金
の
削
減
攻
撃
の
三
つ
の
狙
い
と

四
つ
の
不
当
性
、
大
阪
府
が
取
り

組
む
べ
き
四
つ
の
政
策
に
つ
い
て
、

府
労
組
連
の
考
え
方
を
示
し
、
当

局
回
答
を
求
め
ま
し
た
。

総
務
部
長
は
、
①
厳
し
い
民
間

の
実
態
も
あ
り
府
職
員
に
も
我
慢

を
お
願
い
せ
ざ
る
を
得
な
い
②
全

国
水
準
か
ら
も
四
％
カ
ッ
ト
は
継

続
す
る
③
タ
イ
ト
な
協
議
日
程
だ

が
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
た
い
と
回

答
し
ま
し
た
。

全
職
員
署
名
、
決
起
集
会
な
ど

全
て
の
職
場
か
ら

た
た
か
い
を
強
め
よ
う

府
労
組
連
は
、
①
大
阪
労
連
や

民
間
労
組
と
と
も
に
、
今
春
闘
で

の
大
企
業
の
内
部
留
保
を
吐
き
出

さ
せ
、
「
非
正
規
切
り
」
を
許
さ

ず
雇
用
を
守
る
闘
い
や
均
等
待
遇

実
現
、
賃
金
底
上
げ
、
労
働
者
派

遣
法
の
抜
本
的
改
善
な
ど
働
く
ル
ー

ル
確
立
を
求
め
る
取
り
組
み
を
よ

り
一
層
進
め
る
。
②
夏
季
一
時
金

削
減
は
ル
ー
ル
違
反
で
あ
り
、
そ

の
狙
い
が
公
務
と
民
間
と
の
共
同

す
る
闘
い
の
分
断
に
あ
る
こ
と
を

明
ら
か
に
し
、
公
務
と
民
間
と
の

共
同
し
た
闘
い
を
よ
り
一
層
進
め

る
。
③
全
職
員
・
教
職
員
の
団
結

で
攻
撃
を
跳
ね
返
す
と
と
も
に
、

夏
季
闘
争
と
も
結
合
し
切
実
な
要

求
の
前
進
を
求
め
る
。
④
府
民
施

策
切
捨
て
、
無
駄
な
大
規
模
開
発

推
進
の
橋
下
「
大
阪
維
新
プ
ロ
グ

ラ
ム
案
」
撤
回
目
指
す
府
民
運
動

と
共
同
し
た
取
り
組
み
を
進
め
る

な
ど
の
基
本
的
な
構
え
を
堅
持
し
、

全
て
の
職
場
で
緊
急
職
場
集
会
の

開
催
、
全
職
員
署
名
、
五
月
十
九

日
の
府
労
組
連
決
起
集
会
、
大
阪

労
連
と
共
同
し
た
地
域
で
の
春
闘

勝
利
を
め
ざ
す
官
民
共
同
集
会
の

成
功
、
府
民
宣
伝
、
議
員
要
請
な

ど
強
め
全
て
の
労
働
者
の
賃
金
抑

制
を
ね
ら
う
夏
季
一
時
金
凍
結
を

許
さ
な
い
た
た
か
い
に
全
力
で
と

り
く
み
ま
す
。

府労組連ニュース

大
阪
府
当
局
は
五
月
十
二
日
府
労
組
連
に
対
し
、
不
当
に
も
①
六
月
期

の
期
末
・
勤
勉
手
当
の
支
給
月
数
を
〇
．
二
月
（
再
任
用
職
員
は
〇
．
一

月
）
凍
結
す
る
。
歳
出
ベ
ー
ス
の
影
響
力
は
七
二
．
四
億
円
（
共
済
費
を

除
く
）
②
現
在
実
施
中
の
特
例
減
額
（
非
管
理
職
四
％
）
に
つ
い
て
、
凍

結
後
の
期
末
・
勤
勉
手
当
に
対
し
て
引
き
続
き
実
施
す
る
。
③
平
成
二
十

一
年
度
五
月
議
会
に
関
係
条
例
改
正
案
を
提
出
し
た
い
た
め
、
五
月
二
十

一
日
ま
で
に
協
議
を
お
願
い
し
た
い
と
、
提
案
を
お
こ
な
い
ま
し
た
。

府労組連
決起集会

府庁正面玄関
駐車場

５月１９日（火）
１９時～

【提案に対する府労組連の立場】
１.夏季一時金削減攻撃の狙い
（１）財界・大企業の非正規切りなどの雇用破壊と中小企業の賃金引下げ攻撃に同調・
追認する提案である

「格差と貧困をなくせ」「大企業は内部留保を吐き出せ」との社会的世論の高ま
りに対し、財界は、０９春闘の前段で経済危機、業績悪化を理由とした雇用破壊・
賃金引下げの攻撃を強めた。今回の一時金削減は、これら財界・大企業の雇用破壊・
賃下げを人事院・人事委員会、つまりは政府・大阪府が同調・追認するものであり、
全労働者の雇用破壊と賃下げの悪循環に一層の拍車をかけるものである。

さらに、この間取り組まれてきた、大企業の不当な賃下げ攻撃を許さず、非正規
を含む全労働者の賃金底上げ、働くルールの確立などの公務と民間との共同の闘い
を分断し、公務部門の人件費削減をより一層進め、同時に、今も春闘を闘っている
中小企業の賃金や最低賃金の改善を押さえつけるものである。

（２）労働基本権を制限し闘う手段を奪いながら、ルール違反の賃下げ提案である
労働基本権を制限しておきながら、ＩＬＯの再三にわたる勧告に従わず今なお回復
のための具体的措置を講じないもとで、従前の賃金決定のルールを無視して強行す
るという労使関係の乱暴な蹂躙である。

１０月の人事委員会勧告を基本に賃金を決定するという従前のルールを変更する
のであれば、労働基本権を回復し、新しい賃金決定のルール作り、夏季闘争・交渉
のあり方について協議を行ってからにすべきである。

（３）公務員バッシングを活用した政治的意図を持った賃下げ提案である
自民党のプロジェクトチームが２月から議員立法による国家公務員の一時金引き下
げ法案の検討を開始していたことからも、公務員バッシングを活用した国民の支持
取り付けを狙った総選挙を前にして政治的意図を持った攻撃である。

２．夏季一時金削減の不当性
（１）大阪府ではすでに「財政再建プログラム案」に基づき一時金の４％カット継続

や給与の大幅カットが行われており、これ以上の削減は職員のより一層の生活悪化
や士気の低下をもたらすものである。

また、大阪府人事委員会は、独自調査を行わず、比べるべき民間実態が明らかで
ないもとで、人事院勧告に追随し、人事院勧告に準じた措置を行うよう「意見の申
し出」を行ったものであり、従前の賃金決定のルールに反するものである。

（２）５月府議会の開会日が５月２２日であり、十分な協議期間が保障されないもと
での提案はこれまでの労使慣行に違反するものである。

（３）２千社程度の企業を対象に１０日足らずの期間で行った調査であり、しかも春
闘で先行妥結した大企業を中心とした３４０社の水準調査に基づいた勧告であり、
報告で自らが「精確性等の不確定要素がある」「改定状況は変動する可能性がある」
と認めているように、精確性・妥当性を疑問視せざるを得ないものである。

（４）０．２月を暫定的に凍結する措置としているが、８月の勧告や１１月の確定闘
争時の政治経済情勢がどのようになっているのかは不透明である。このような状況
の下で、実質的に平均約８万円もの引き下げは公務労働者の生活を圧迫するととも
に、期待権を侵害するものである。

３．大阪府が取るべき政策
（１）経済危機のもとで、労働者や下請け中小企業者が生存の危機にさらされている

時、派遣や期間工を含め従業員の雇用や生活を守ること、下請け中小企業者への仕
事の確保や価格保障を行うよう大企業に対し強く要請すること。

（２）大阪版市場化テストや民間委託による労務単価の引き下げ、福祉や医療職場で
の低賃金状況の放置など官製ワーキングプアをつくるのではなく、公務サービスを
担う労働者の賃金改善のための公契約条例の制定や公私間格差の是正を行うこと

（３）府職員・教職員の一時金削減の狙いが、全労働者への賃金抑制にあることは明
らかであり、使用者としてこれまでの賃金決定ルールを守り、すでに５年にわたり
４％カットが継続され、昨年８月から１０％を超える大幅な賃金カットが行われて
いる状況も鑑み、今回の一時金の削減は到底認められない。

（４）これらの施策が、内需拡大をもたらし、全国的に冷え込んでいる大阪府の経済
の活性化とにつながる点からも、従来の「財政再建プログラム案」による府民施策
切捨ての抜本的見直しとあわせて強く要請します。


